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本論文の概要 

（１）本論文の目的 

 本論文は、脱炭素社会実現のために不可欠な再生可能エネルギーを電源として電

力系統の中にどこまで投入できるかという問題について、経済学的方法により分析

することを目的としている。現在、再生可能エネルギーの導入促進は世界的課題で

あり、各国で種々の政策手段による取組がなされている。日本も例外ではなく、固

定買取価格制度によって太陽光発電源の増加は顕著である。しかし、再生可能エネ

ルギーは出力が自然条件の影響を受け、電源として利用する際には発電量を自由に

コントロールできないという性質がある。このため、電力系統に接続した場合、系

統の安定を維持するために追加的な費用を要するという問題が生じる。 

 本論文ではこの問題を経済学的に取り扱うため、異なる電源によって発電される

電力は互いに完全に代替可能な財ではなく、有限の代替弾力性で特徴づけられる代

替財あるいは補完財とみなす。その上で送電部門の費用関数モデルを構築し、それ

によって送電ネットワークへの電源接続問題を分析することが主たる学術的貢献

となっている。 

 

（２）本論文の構成と内容 

 本論文は第 1 章から第 5 章によって構成されている。 

 第 1 章は序論であり、気候変動問題への対策として削減される火力発電の代替電

源が必要なこと、世界的に再生可能エネルギーの増加に大きな期待が寄せられてい

ること、再生可能エネルギーの大規模導入には電力系統の安定化費用を要すること

が述べられ、再生可能エネルギーを含む電源構成に関連する先行研究のサーベイが

主にヨーロッパの研究についてなされている。次いでヨーロッパに比べ送電網が孤

立していて小規模な日本と韓国において、送電安定化に必要なバックアップ電源の

問題がより重要になること、その一方で日韓においても政策的な誘導により再生可

能エネルギーのシェアが増大傾向にあることが述べられ、この両国で再生可能エネ

ルギーがどこまで他電源を代替できるかという問題が重要になっていることを指

摘している。 

 この目的のため、本論文の以下の章では、異なる電源で発電された電力間の送電

部門における代替・補完関係を実データから計測し、その結果を反映した CGE モ

デルを構築して炭素税による CO2 排出量削減を分析するとしている。 

 第 2 章では、代替弾力性を計測するために特定化される送電部門の費用関数の関

数型について検討されている。本論文は、送電部門を石炭、LNG、原子力、再生可

能エネルギーの 4 電源から得られる発電電力量を投入し、最終需要家へ供給する電

力を産出する単一のユニットとみなし、その費用関数をいずれかの関数型で特定化
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して代替弾力性を計測する。これを行うために、エネルギー経済学の分野で特に多

用されている入れ子型 CES 関数（Nested CES）を適用することが妥当かどうか、

韓国電力取引所の電源別発電電力量の月次時系列データ（2006 年 1 月～2013 年 12

月）による統計的分析が行われている。その結果、どのような入れ子構造を仮定し

ても入れ子型 CES 関数の妥当性は棄却され、したがってより伸縮的な関数型を採

用することが必要であると主張されている。 

 第 3 章は、この結果を受けてトランスログ型による送電部門の費用関数が定式化

され、前章と同じ韓国電力取引所のデータを用いてヒックス-アレンの偏代替弾力性

と森嶋の偏代替弾力性が計測されている。トランスログ型費用関数の推定において

は、送電部門の資本、労働など電力以外の投入要素が電力から弱分離可能であるこ

とが仮定される。この仮定の下では、電源別発電電力量の間の代替弾力性の値はそ

の他の投入要素の水準から独立となり、電力量のデータのみで代替弾力性が計測可

能となっている。代替弾力性の計測結果は、火力発電（石炭、LNG）と原子力の間

に代替関係、再生可能エネルギーと火力発電（石炭、LNG）の間に代替関係が成り

立つ一方、再生可能エネルギーと原子力の間に補完関係が成立することを示してい

る。この結果から得られる含意として、再生可能エネルギーで火力発電を代替して

CO2 排出量を抑制することは可能だが、再生可能エネルギーを増やすためにはバッ

クアップあるいは系統安定化電源として原子力が必要となる可能性が示唆されて

いる。 

 第 4 章は、前章と同様のトランスログ型費用関数を送電部門に組み込んだ多部門

CGE モデルにより、炭素税導入効果のシミュレーション分析を行っている。分析

対象国は日本とし、日本の 2005 年産業連関表全国表と早稲田大学の研究グループ

が推計した次世代エネルギーシステム分析用産業連関表の情報を利用して、電力部

門を送電部門と再生可能エネルギー発電、火力発電、原子力発電、水力発電の計 5

部門に細分化し、電力以外の 11 部門を併せた 16 部門の投入産出体系をベースにし

た多部門 CGE モデルが構築されている。送電部門の費用構造はトランスログ型、

それ以外の部門の費用構造はレオンチェフ型、各部門の付加価値生産はコブ・ダグ

ラス型で定式化され、一般均衡解を求めて各部門の生産量とそれに伴う CO2 排出

量が決定される。電源別発電電力量の間の代替・補完関係についていくつかのケー

スが想定され、送電部門のトランスログ型費用関数のパラメータにそれらが反映さ

れている。そのとき想定する電源間の代替・補完関係としては、前章の推定結果を

参考にしてすべての電源が代替的である場合（代替ケース）と、再生可能エネルギ

ーと原子力、水力の関係のみ補完的である場合（補完ケース）の二通りが設定され

ている。 

 シミュレーション分析の結果によれば、炭素の排出量に応じて電源に課税する

と、代替ケースでも補完ケースでも火力発電が減少し他のすべての電源が増加す

る。このとき、特に再生可能エネルギーの増加は顕著である。しかし火力の減少は 



学位報告１－２ 

38 字×35 行 

別紙１－２    論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨        

代替ケースの方が大きく、火力を代替する再生可能エネルギーの伸びも代替ケース

の方が大きい。これに対して、原子力と水力の増加は補完ケースの方が大きくなる。

この結果は、再生可能エネルギーの増加とともに、バックアップ電源ないし系統安

定化電源として原子力、水力の必要が生じたものと解釈されている。 
 第 5 章では、前章までの結論が要約され、若干の政策的含意と今後の課題が述べ

られている。 

 

２．本論文の評価 
 本論文について、学術上の貢献として以下の 2 点を指摘することができる。 
第 1 に、電源構成を議論するときに系統安定化の問題を分析するツールとして、

送電部門の費用関数を用いる簡単な方法を見出したことである。たとえば太陽光発

電源を系統に接続する際に発生する系統安定化費用の評価は、理論的には電力シス

テム工学の物理法則に基づくモデルで可能なはずであるが、実際に解析できるのは

単純化されたネットワークについてのみであり、日本全体あるいは地域大の電力系

統を対象にすることは困難である。また経済学では通常この問題を発電部門におけ

る設備代替の問題として扱うため、電源別に発電設備に関する詳細なデータが利用

可能でなければ分析できない。これに対し異なる電源から得られた電力を送電部門

の個別の投入要素とみなし、それら相互の代替・補完関係をモデル化することで系

統安定化費用の分析ができるという着想は、独自のものであり高く評価できる。 
第 2 に、トランスログ型費用関数を送電部門に組み込んだ多部門 CGE モデルを

構築し、シミュレーション分析によって炭素税の効果を分析できたことである。

CGE モデルの多くは生産技術を定式化するのにコブ・ダグラス型または CES 型を

用いるが、いずれも取り得る代替弾力性の値が制約的であり補完的な関係はモデル

化できない。入れ子型 CES 関数の場合はもう少し制約が緩和されるがトランスロ

グ型ほどの一般性はない。しかし標準的な CGE モデルの立場からは、トランスロ

グ型の利用はその非線形性によって生じる複数解など数値解法上の困難をもたら

す。本論文は、トランスログ型費用関数に基づく要素需要システムを厳密に定式化

すると共に、感度分析を慎重に行って妥当な数値解を得ることに成功しており、ト

ランスログ型の有用性を実証した点で評価に値する。 
他方、本論文には、なお改善の余地が残されていることも指摘できる。 
第 1 に、本論文は再生可能エネルギー電源が電力系統にどこまで接続可能かを分

析しているが、その背後の問題意識として COP21 で合意された各国の CO2 排出削

減目標があることは明らかである。にもかかわらず CGE モデルによるシミュレー

ション分析では、CO2 排出量の最小化問題が解かれていない。あるいは削減目標を

最小費用で達成する電源構成が解かれていない。本論文の多部門 CGE モデルを直

ちに最適化モデルに転用することはできないとしても、もう少しの修正と改良によ

ってこの種の興味ある問題の分析ができたのではないかと惜しまれる。 
第 2 に、本論文では日本と韓国を対象にしているが、分析期間中（2010 年前後）

における再生可能エネルギーの全電源に占めるシェアは 2 ないし 3 パーセント程度

に止まる。再生可能エネルギーの系統接続問題を分析するには低すぎるシェアでは

ないかと懸念される。日韓両国ともこの 10 年間で再生可能エネルギーの導入は急 
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拡大しており、より最近時点のデータを使っていれば代替弾力性の計測もより安定

した推定値が得られたのではないかと考えられる。あるいは再生可能エネルギーの

シェアが大きいヨーロッパとの比較研究がなされていれば、結論の説得力が増した

のではないかと思われる。 

 しかし、以上のような留保を考慮しても本論文の学術的価値は否定されることは

なく、当該分野の研究に対する貢献は疑う余地なく評価できるものであるといえ

る。 

 

３．結論 

 以上の評価に基づき、われわれは本論文が博士（経済学）の学位に値するもので

あることを認める。 
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